
□ 鳥羽市空家等対策計画：現況・課題と対応の方向性（計画の枠組み案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

第１章 空家等対策計画の目的と位置付け 

 空家対策特別措置法第６条第１項に規定する「鳥羽市空家等対策計画」を策定する。（計画期間：令和４年度から令和８年度） 

第２章 鳥羽市の空家等をとりまく現状 

対応の方向 

第 ３ 章  空 家 等
対 策 の 基 本 的 な
姿勢と基本方針 

 

第４章 具体的な施策 
第５章 特定空家に関する措置 

 

取り組み方針 

取り組み例 

・所有者や家族、地
域への啓発活動 

・生前での住宅継承
の促進 

・維持管理、リフォ
ーム、耐震改修等
に関する情報提供
の充実 

・地域や市
民 意 識
の醸成 

・適正な住
宅 ス ト
ッ ク と
し て の
維持 

・空家等所
有者の意
識啓発 

・空家等の
適正管理
に向けた
情報提供 

・アンケート等によ
る空家等の所有
者意向の把握 

・市の広報・ホーム
ページ等を活用
した市民への情
報発信 

・相談窓口の設置 

空家等の 
発生の予防 

空家等の 
適正管理の 

促進 

・鳥羽市空
き家バン
ク制度等
による空
家等利活
用の促進 

・地域によ
る活用の
促進 

・ホームページ等を
活用した鳥羽市
空き家バンク制
度の情報発信 

・地域等による空家
等活用の支援 

・移住促進と空き家
利活用に係る支
援 

空家等の 
利活用の 

促進 

・空家等除
却支援 

・特定空家
等に対す
る法に基
づく措置 

・空家等の所有者等
への支援制度の
情報提供、助言 

・国による除却支援
制度の紹介、相談
会の実施 

・専門家団体との連
携体制づくり 

管理不全 
空家等の 

解消の促進 

第６章 空家等に関する実施体制 

 
空家等対策計画の
推進に係る協議会 

必要に応じて今後設置を検討 

庁内各課 
空家等に係る施策の方向を共有するとと
もに、市民や所有者等からの相談・通報等
に対応するため、一元的な窓口を設置 

その他関係機関 
各専門分野の協力を求める（相談会の実施
等） 

 

空 家 等 が 周 辺 環 境 に

影 響 す る 問 題 に つ い

て 所 有 者 の 認 識 不 足

の解消が必要。 

相続手続きなど、生前

か ら 対 応 を 行 う 重 要

性などの周知が必要。 

利活用について、不動

産 と し て 提 供 し や す

い環境づくりが必要。 

空 家 等 が 流 通 し や す

い市場の誘導が必要。 

空家等について、気軽

に 相 談 で き る 環 境 づ

く り や 役 立 つ 情 報 の

提供が必要。 

空 家 等 所 有 者 と 持 続

的 な 連 絡 体 制 を 確 保

することが必要。 

空 家 等 の 改 修 や 除 却

に係る、所有者等の負

担軽減が必要。 

倒 壊 の 危 険 性 が 高 い

空家等は、改善指導や

強制的な対応が必要。 

主な問題点 

①ここ５年間で空家等が急増して
おり、人口減少や高齢化の進行
により、さらに増加していくこ
とが予想される。（表1参照） 

②相続人不在や相続手続きが適切
にされていないため、管理者が
不明である。（図1参照） 

③売却や賃貸先が見つからないた
め、放置されているケースが多
い。（図2参照） 

④解体や修繕して貸したいが費用
が捻出できないため、利活用さ
れていない。（図2参照） 

⑤空家等を売却・賃貸する場合、家
具等の処分をする場合などの業
者 情 報 の 提 供 が 求 め ら れ て い
る。（図4参照） 

⑥遠方に居住していることや、身
体的・年齢的に大変で、空家等が
管理されていないケースが多く
みられる。（図3参照） 

表１ 総住宅数、空き家数及び空き家率の推移 
（単位：戸）

鳥羽市 三重県 全国 鳥羽市 三重県 全国 鳥羽市 三重県 全国

総住宅数 9,580 791,000 57,586,000 10,110 831,200 60,628,600 10,160 853,700 62,407,400

空き家数 2,080 104,600 7,567,900 2,120 128,500 8,195,600 2,740 129,600 8,488,600

空き家率 21.7% 13.2% 13.1% 21.0% 15.5% 13.5% 27.0% 15.2% 13.6%

平成20年 平成25年 平成30年

【空家等の発生の問題】 

【空家等の利活用の問題】 

【空家等の管理の問題】 

出典：「平成 20・25・30 年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 

⑦維持管理費の負担や手間などに
対する所有者等の負担軽減が求
められている。（図4参照） 

⑧鳥羽地区や離島地区には、管理
不 全 空 家 等 が 多 数 存 在 し て お
り、定住促進や地域振興への意
識低下を招いていると想定され
る。（図5参照） 

主な課題 

柱・はりの破損や変形が著しく
崩壊の危険がある例（国土交
通省資料） 
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図５ 空家等現地調査のうち空家の各地域の判定別割合 
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図１ 空家となった理由 

図２ 今後の利活用に
ついて困っていること 
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出典：「鳥羽市調査結果」 

図４ 空き家の活用や管理に関する行政への期待 
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